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三田社会学第8号(2003)

外 部 労働 市 場 の ライ フス テ ー ジ格 差 とそ の変 動

       企 業 間 移 動 に お け る 上 昇 ・下 降 移 動 と移 動 時 年 齢 と の 関 連

  The Changing Job Shift Patterns in the Japanese Stratification System

The Focus on the Interaction Effect of Age and Period on External Labor Markets

竹 ノ下 弘久

1.問 題の所在

(1)研 究の焦点

 本研究は、男性 の企業間移動 に ともな う職業階層の上昇、下降移動 が、移動時年齢 とどのよ

うに関わ っているのかに注 目し、分析 では主 として、 中小企業へ の移動 にお けるライフステー

ジ格差の時代変動 を明 らかにす る。

 本研 究が こうした点 に注 目す るのは、中小企業では、大企業 と比較 して企業間移動 が相対的

に多 く行 われ てお り(原1979:204、 盛山1988:268-269)、 その背景 には、 中小企 業では企業内

移動 を通 じた社会的 上昇移動(収 入 の上昇、職位 の上昇、社会的 に評価の高い職 業への移動、

熟練 を要す る職業へ の移動な ど)が 困難で あることが関係 してい る と考 えられ るか らである。

先行研 究は、中小企業では企業 内移動 を通 じた上昇移 動の1要 素 である収入 の上昇幅が、大企

業 と比べて小 さい と指摘 してい る(八 代1997、 小池1998)D。 中小企業セ クターでは内部労

働 市場が発 達 してお らず、大企業セ クター と比較 して企業内での上昇移動が困難 である と考 え

れば、企 業間移動 を経 由 しない限 り、社会的上昇移動 が難 しい とい う仮説を立てるこ とがで き

る。

 本研 究は、こ うした観点か ら、企業内での上昇移動 が困難 と考 え られ る中小企業セ クター を

中心に、企業間移動 を経由 した社会的上昇移 動の可能性 について考察す る。 さらに本研 究は、

企業間移 動に伴 う社会的上昇移動 と移動時年齢 との関係 にも注 目す る。 両者 の関係 に注 目す る

理由は、次の先行研 究か ら導かれ る。

 社会学 にお ける職 業経歴研究 は、年齢 と企業 間移動 との間に密接 な関係 があるこ とを、経験

的事 実 として明 らかに してきた。それ らは、企業 間移動 の量 を観 察す ることで、企業間移 動は

職 業経歴 の試行期であ る20代 に多 く発生 し、30代 以降 は企業に定着す る時期で、移 動の安 定

期であ り、移動量が減 少傾 向に あることを、繰 り返 し確認 してきた(原1979;盛 山1988)。 こ

うした研究か らは、 日本 の外部労働 市場 は、若年層 に広 く開かれ てお り、かれ らは よ り有利 な

転職 が可能にな る反 面、30代 以 降にな ると特 定企 業への定着傾 向 を強 めるた め、逆 に転職 し

ようとす る場合、転職 が困難であった り、不利 な転職(前 職 よりも収入 の低下、職位 の低下、

熟練 を要 さない仕 事へ の移動な ど)に 直面す ることが示唆 され る。
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 また、濱中義隆(1998)は 、新規学卒時からの同一企業への就業継続者 と、一度だけ企業間

移動を行いその後その企業に就業継続 した者 との間での地位達成過程の相違に注 目する。分析

の結果、初職就業後10年 以内に他企業に移動して、その企業内で職位や職種の変化を伴 う移

動を経験 した人たちは、学卒時からの就業継続者 と、職業威信や収入 とい う点で同一の水準で

地位達成 を行っていることが明 らかになった。こうした知見か らは、30代 以降に企業間移動

を行った場合、企業内での地位達成が学卒時からの就業継続者 と比較 して、相対的に困難にな

ると考えられる。これ らの研究からは、企業間移動を通 じた社会的上昇移動はおおむね20代

までに限定され、30代 以降はかえって企業間移動を通 じた上昇移動は、困難になると推測す

ることができる。

 とはいえ、先行研究の多くは、企業間移動におけるライフステージ格差を明らかにするに際

し、20代 までと30代 以降の企業間移動の量の相違に注 目してきたのであって、企業間移動に

伴 う上昇移動、下降移動を直接測定 してきたわけではない。そこで本研究は、「社会階層 と社

会移動全国調査(以 下、SSM)」 データを用いて、企業間移動に伴 う職業威信の変化に着眼

し、そこから企業間移動に際しての社会的地位の上昇、下降移動について論じる。

 ただし、SSMで 測定された職業経歴データは、20歳 か ら69歳 までの対象者の現時点まで

の職歴をくまなく質問している。そのため、特定の個人の中で生起する個々の企業間移動は、

異なる時代において成立してお り、これらを一緒 くたに分析するのは適切ではなく、時代の変

化に配慮 した分析が求められる。本研究では、高度成長期までと低成長期以降とで、企業間移

動のライフステージ格差にいかなる変化が生じているのかに注目す る。

(2)職 業威信 を用 いて上昇、下降移動を論 じるこ との意義

 従 来の職 業経歴 に関す る先行研 究の多 くは、総 合階層分類(原1979)を 用 いて分析 を行 っ

てきた(盛 山1988、 渡辺 ・佐藤1999)。 盛 山(1988:277-282)は 、労働 市場 の分節 化の細かい

メカニズムの摘出は困難で あると した うえで、大企業ホ ワイ トカラー、大企業ブルーカ ラー、

中小企業ホ ワイ トカラー、 中小企業ブル0カ ラーの4つ の一般被雇用 のセ クター を分析の焦点

にお く。そ して、それぞれ のセ クターに所属す る労働者 が、他 のセ クターに移動す る可能性 の

強 さや移動パ ターンについて分析す る。 しか し、 この よ うに設 定 され た分析枠組 では、企業間

移動 に伴 う上昇、下降移動 を、下位 セクター、上位 セ クターへ の移動 とい う観点で しか分析す

るこ とがで きない。労働 市場の二重構造論 に従 えば、大企業 は、企業特殊的熟練 の形成 を重視

した内部労働 市場 を構成 してお り、外部 労働 市場へ の依存の度合い は小 さい。そのため、本研

究 の主題であ る中小企業労働者 が、外部労働 市場を経 由 して大企業へ と移動する ことは困難で

あ り、そ もそ も、彼 らには上昇移動 の経路は閉 ざされ ているこ とになる2)。

 とはいえ、中小企業のほ うが大企業 よ りも企 業間移動 が頻繁 に行われ てい るの も事実であ り

(原1979:204、 盛 山1988:268-269)、 た とえ同一セ クター内で あって も、以前 よりも上位の役

職的地位 への移動、社会的評価 の高い職業への移動 が行われてい るこ とは十分考 え られ る。 そ
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のため、総合階層分類 に よる職業カテ ゴ リーを用いて は、労働 市場 の二重構造の同一セ クター

内で生 じる細 かい職種 間の移動を、明確 に捉 えるこ とがで きない。そ こで本研 究では、職業小

分類 にたい してスコアが割 りふ られ た職 業威信 スコアを使用す ることで、同一セクター 内で生

じる細かい職種 間の移動構造 を明 らかにす る ことが できる と考 えた。 また職業威信 ス コアは、

個 々の職 業小分類 に得点 をわ りあて、職 業小分類 に明確 な序列構 造を付与 してお り3)、 移動元

職業 と移動先職業 の威信 ス コアの差 を算出す るこ とで、上昇移動、下降移動 を定義す ることが

可能 にな る4)。

 職業威信 は、細か い職種 間の移動構 造を明 らかにす る上で、有益 な視点 を提示 して くれ るが、

職業威信 の概念 としての曖昧 さが、 これ まで に繰 り返 し議論 され てお り(Wegener 1992)、 本

研究 での立場 を示す ことな しに これ を用い ることは できない。太郎丸(1998a)に よれ ば、職

業威信の解釈 につ いて、①特定の職 業に付随 され る名誉やそれに もとつ く社会的影響力 、②職

業 の一般的な意 味での望 ま しさ、③社会経済的地位 を示す もの、の3つ に整理で きるとい う。

日本 における職業威信 を用いた研究は、②の立場 にたつ ものが多い。 しか し、②の立場 の問題

は、 「職業 の全般 的な望ま しさ」が、具体的 に何 を指 し示 しているかが曖昧 な点で ある。都築

一治(1998)は 、行為者 の職業評定基準 について考察 し、デー タ分析 の結果、評定基準の基本

構造 として、①職業 の社 会的価値、社会への効果 、②職業的役割に要請 され る技能水準、③職

業 的地位に付 与 され る報酬、を指摘 し、デー ビス とムー アの機能主義的階層論 と同様 の知見が

導 かれ た ことを主張す る(Davis and Moore 1945)。 本研究で は、個々の職業小分類 に割 りふ

られ た職業威信 ス コア を、職 業の社会的重要性 、技能水 準、報酬 とい う観点か ら見た職 業の望

ま しさの序列づけを示 す もの と解釈 し、威信ス コアの上昇 、下降は、そ うした望ま しさの ヒエ

ラル キー上の位 置の変化 として捉 えるこ とにす る。

2.先 行研究

(1)長 期雇用研究

 本節では、中小企業の労働 市場における企業間移動の上昇、下降移動を予測する仮説を先行

研究にもとついて整理する。

 職業経歴のライフステージ格差の規定要因は、これまでにも 「日本的雇用慣行」の視点から

頻繁に論 じられてきた。 「日本的雇用慣行」の主要な柱に、長期的な雇用保障と年齢 ・勤続年

数と結びついた賃金体系があり、企業側のそれらを維持す る合理性として、企業特殊的人的資

本の形成、雇用者間での円滑な技術移転(OJT)の 確保、職場内での信頼関係の形成があげ

られる(八 代1997:35-44)。 そのため企業は、訓練可能性の高く、長期間雇用可能な若年層を

多 く採用する必要が生 じ、20代 の若年層の採用を重視するが、他の企業で特殊熟練を身につ

けた30代 以上は、企業の長期雇用にはあまり適さず、企業の側からあまり積極的に採用しな

いと考えられる。そ して、企業特殊熟練の形成を重視する長期雇用慣行は、大企業で顕著な傾

向であり、中小企業では、特殊熟練形成に必要な雇用者の長期在籍傾向はあまり進展 していな
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い と指摘されている(稲 田1998)。

 労働者の長期在籍が成立 していない中小企業では、その分、流動的な労働市場を形成 してい

ると考えられる。初職の就業持続期間を企業規模別に分析 した平田周一(2002)は 、中小企業

ほど初職の就業持続期間が短いことを主張す る。また、人代尚宏(1997:50-53)は 、企業規模

別に勤続賃金プロファイルを観察 し、従業員が10人 か ら99人 の企業では、男性雇用者の勤続

年数にもとつく賃金格差は、大企業と比べて小 さいことを示 した。そ して八代は、年功賃金制

度は、人的資本形成のための雇用者の企業内での閉じ込めの役割を持っていると主張し、その

証拠 として、企業規模別の年齢賃金プロファイルの大きさが、離職率の高さと反比例の関係に

あることを示す。 このように、中小企業の労働市場は、大企業と比較 して流動的であることか

ら、その分、外部労働市場に依存する傾向が強いと考えられる。そのため、中小企業では企業

内部での企業特殊熟練の形成を重視 してお らず、必ず しも訓練可能性の高い若年層を好んで採

用する必要はないことになる。

 したがって中小企業では、若年層、中年層に関わらず、企業間移動に伴 う有利、不利に差は

ないと予想 される。また、外部労働市場に依存 し、企業内での人的資本形成のシステムを持た

ない場合、かえって他企業で経験をつんだ中年層を、中小企業は優遇する可能性がある。その

場合、若年層 よりも中年層のほ うが、企業間移動に際 し、職業威信の上昇を伴 う移動を経験し

やすいことになるだろう。

(2)中 小企業における内部労働市場の形成に注 目する研究

 個人の職業経歴に注 目するとき、中小企業は、大企業と比較 して相対的に流動的な労働市場

を形成 しているといえる。 しか し、原純輔(1979)、 盛山和夫(1988)の 研究や、渡辺勉 と佐

藤嘉倫(1999)の 研究では、企業規模に関わ らず20代 までは、職業経歴の試行錯誤期である

ため、企業間移動が増加傾向にあるが、30代 以降は、職業経歴の安定期に入 り、企業間移動

が減少傾向にあることを繰 り返 し明らかに してきた。これ らの研究に従えば、30代 以降は、

中小企業であっても長期勤続傾向を確認できるのかもしれない。

 そ うした仮説を支持するものに、中小企業のサービス業従事者の職業経歴を分析 した佐藤厚

(1999)の 研究がある。佐藤によれば、中小サービス業の労働者は、転職経験者が多いが、場

当た り的に転職を繰 り返 しているのではなく、若い時期に1度 か2度 転職するが、中高年期に

は、特定企業に定着 している場合が多いと報告する(佐 藤i1999:83-84)。 佐藤の言 うように、

中小企業における長期勤続化は、内部労働市場の形成を促 し、外部労働市場への依存の度合い

を弱めているのかもしれない。

 これらの議論は、中小企業の人的資本形成に着 目した小池和男(1981)の 研究からもうかが

える。小池は、中小企業の事業所を対象 とした調査結果にもとづき、中小企業も、人的資本形

成において内部形成方式を重視 し、他企業で一般的熟練を身につけた労働者の採用にあまり積

極的ではない点を明らかに している。中小企業内部で人的資本形成が行われ、内部労働市場が
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成立するためには、労働者がある程度定着的である必要がある。 しか し中小企業は、大企業と

比べてその条件に恵まれていないにも関わらず、半数弱の事業所が内部形成方式を重視 し、外

部労働 市場に依拠す る事業所が全体の6分 の1と 少数派であった。そこから小池は、中小企業

でも内部形成方式が主流になりつつあると主張する(小 池1981:43)。

 両者の研究は、中小企業は外部労働市場に依拠 してきたとする従来の仮説 とは異なる視点を

提示 している。中小企業においても、大企業 と同様、内部形成方式を重視 しており、企業間移

動に際 して、訓練可能性の高い若年層により有利な雇用機会が提供され、すでに長期間他企業

での就業経験のある中年層には、良好な雇用機会が提供されない可能性が考えられる。その場

合、若年層のほ うが企業間移動において職業威信の上昇を伴 う移動を経験 しやす く、中年層は、

職業威信の下降を伴 う移動を経験 しがちであることが予測され る。

(3)高 度成長期から低成長期にかけての変化

 これまでに検討 してきた中小企業の外部労働市場依存仮説にせ よ、内部労働市場形成仮説に

せよ、両者の議論 とも、時代の推移に伴 う変化に何 ら言及 していない。以下では、中小企業の

企業間移動の動向の時代変動について論 じる先行研究を取 り上げ、検討を行 う。

 岩井八郎(1990)は 、20歳 か ら35歳 までの企業間移動に焦点をあて、高度成長期か ら低成

長期への職業経歴の変化が、高卒の中小企業雇用者に見出され ると主張する。高度成長期には、

従業先移動は20歳 代後半までに多く生 じ、大企業や自営業に移行する者も多 く、移動後の方

向に多様性があった。 しかし、石油ショック以後では、20代 における従業先移動が、中小企

業の枠内に限定され、企業規模にもとつ く従業先移動の境界が強化された と述べる。

 岩井は、年齢別の企業間移動の時代変動の相違には言及 していないが、渡辺勉 と佐藤嘉倫

(1999)は 、1946年 から1995年 までの期間について、年齢別の職業経歴の変動過程を分析し、

次の点を主張する。20代 を中心とする若年層は、移動が多く、時代による移動パターンや労

働市場の二重構造性の変化が大きい。30代 以降は、全体的に移動量が少な く、中小企業から

大企業への移動が戦後ほとんどみられず、労働市場の二重構造に強い影響を受けてきたとい う。

そ して彼 らは、企業特殊熟練の形成を重視する 「日本的雇用慣行」の議論に依拠 して、分析結

果を解釈する。すなわち、日本の企業は内部形成方式を重視 してお り、外部労働市場は、概 し

て若年層に開放的で中年層に閉鎖的である。そのため、若年層の外部労働市場は、景気の動向

に応 じて拡大する誘因を持ってお り、時代によって異なる移動パターンを示 していると主張す

る。

 両者の研究は、総合階層分類を用いて労働市場の二重構造の時代変動について論 じてお り、

本研究 とは問題関心が異なるが、両者の知見を本研究の関心と接合すると、次の作業仮説が導

かれる。

 中年層に対す る外部労働市場は、戦後一貫して、大企業、中小企業ともに閉鎖的であった。

そのため、高度成長期、低成長期ともに、中年層は企業間移動に際 して不利な移動をしいられ、
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若年層 と比較しても、上昇移動 よりも下降移動の傾向が顕著であると予想される。他方で若年

層の外部労働 市場は、高度成長期に一層拡大 して上昇移動の傾向が顕著であるが、低成長期に

は労働 市場が縮小するため、中年層 との上昇移動の格差も縮小傾向にあると考えられる。以下

では、この仮説を 「若年層時代変動仮説」と呼ぼ う。

 しか し、時代に ともな う職業経歴の変化は、若年層ではなく、中年層に強くあらわれると主

張する研究もある。樋口美雄(1991)は 、良好な雇用機i会が離職率の上昇を生むという前提に

立ち、1971年 か ら1987年 の男子製造業年間離職率をもとに、離職率関数を年齢別に推定 した。

分析の結果、時期に関わらず一貫して、若年層のほ うが離職率は高いが、有効求人倍率の交互

作用項を年齢別に投入 したところ、有効求人倍率の上昇により労働市場が逼迫 しているときは、

中年層ほど、離職率が上昇す るという結果を得た。全体的な水準では、若年層のほうが離職率

は高いが、労働 市場の逼迫時における離職率の上昇幅は、30代 、40代 の方が若年層よりも大

きい と主張する。

 離職率の上昇 を、現在勤めている企業の外部での良好な雇用機会が生み出す ものと解釈すれ

ば、樋 口の研究か ら次の作業仮説を導くことができる。景気のよかった高度成長期には、労働

力不足から、中小企業において若年層だけでなく中年層にも良好な雇用機会が提供 され、若年

層 と中年層との間の上昇移動の格差は消失するか、かえって中年層のほうが高い上昇移動率を

示す。 しか し、景気後退期に入 る低成長期では、外部労働市場が縮小 し、中年層は、中小企業

から敬遠されることで、若年層 よりも不利な移動を強いられ、前職 よりも威信の高い職業につ

くことが困難になっていくと考えられる。以下では、この仮説を 「中年層時代変動仮説」 と呼

ぼう。

 中小企業における 「外部労働市場依存仮説」、「内部労働市場形成仮説」は、時代の変動を考

慮 しない仮説である。他方で、「若年層時代変動仮説」 と 「中年層時代変動仮説」は時代の変

化を考慮 した仮説である。次節以降では、これらの仮説のいずれがデータをよりよく説明でき

るか、そ して、高度成長期から低成長期にかけて、中小企業における企業間移動に伴 う上昇、

下降移動に、いかなる変化が見られるのかについて検討を行 う。

3.デ ータと変数

(1)デ ータ

 本研究では、1995年 に実施 された 「社会階層 と社会移動全国調査」のA票 男性データを分

析に使用する。分析では、個人単位での分析ではなく、企業間移動を1つ の単位 として分析す

る。SSM調 査は職業経歴の把握に際 し、企業間移動 と企業内移動の双方を区別 して測定 して

お り、ここでは企業間移動のみを取 り出 して分析する。

 また本研究では、企業間移動の上昇、下降移動と移動時年齢との関連を分析するにあた り、

被雇用から被雇用への移動に分析を限定 し、農業 ・自営業からの移動、農業 ・自営業への移動

を分析か ら除外する。また、歴史的事件の排除や、時代が さかのぼるほど、若年層の移動 しか
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分析 できない こと、1954年 以前に移動 したケー スでは、20代 かそれ以 下の年齢層に限 られ る

ため、移動時期 が1955年 以降の ものに分析 を限定す る。 そ して、定年退職 に伴 う強制移 動の

効果 を除去 し、対象年齢を分析 の都合 上10歳 刻みでそ ろえ るため、移動 時年齢が20歳 以上か

ら49歳 以下の ものに分析 を限定す る。

 そ の他、使用す る変数に欠 損値 があ るものを除去 した結果、本研 究の分析対象 とな る移 動ケ

ー ス数は全部 で733と なった。

(2)変 数

 従属変数 には、移動前 と移 動後の職 業威信 スコアを用いて構成 した 「企 業間移動にお ける上

昇 ・下降移動」 を使用す る。 本研 究では、SorensenとTuma(1981)に したがい、上昇、水平、

下降移動の定義 を行 う。前職 よ りも威信 の高い職業 に到達 した場合は上昇移動 、両者 の威信 が

一致す るとき水 平移動、前職 よ り威信 の低 い職業へ の移動は下降移 動 とみな した5)。

 このよ うに定義 され る上昇、下降移動 を分析す るために、 クロス集 計 とログ リニア分析を用

い る。分析 のための独立変数には、移動 時年齢 、到達職の企業規模 と職種 、移動時期 を設 定 し

た。到達職 の企 業規模 は、従業員数 が300人 以上 を大企業 と し、299人 未満 を中小企 業 と した。

移動時期は、1955年 か ら73年 を高度成 長期 とし、1974年 か ら95年 を低成 長期以降 と して区

分 した。分析 に用 いる変数のカテ ゴ リー ごとのサ ンプル数 を表1に 示 してお く。分析 には、離

職年齢 と職業威信 の変化 との クロス表を職業別 、離職時期別 に集計 し比較す るが、サ ンプル数

の関係で、大企 業についてはホ ワイ トカ ラー とブルーカ ラー を合併 した クロス表 を作成す る。

表1 使用す る変数のカテゴリー区分とサンプル数

変数 カテ ゴ リ0 N 変数  カテ ゴ リー  N

到達職業  大ホワイ ト

 分類   大ブル0

     中小ホワイ ト

      中小ブルー

%

お

㎜

鰯

離職 年齢 20-29歳  456

     30-49歳  277

離 職 時 期 1955年 一73年  287

     1974年 一95年  446

職業威信 上昇移動  222

の変化  水平移動  317

     下降移動  194
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表2 高度成長期における企業間移動に伴 う職業威信の変化

下降移動 水平移動 上昇移動  合計

大企業 20-29歳 13(23.6)25(45.5)17(30.9) 55(100)

30-49歳 8(36.4) 8(36.4) 6(27.3) 22(100)

合 計  21(27.3)33(42.9) 23(29.9) 77(100)

中小ホ ワイ ト 20-29歳 11(22.4)19(38.8)19(38.8) 49(100)

30-49歳   8(38.1)   5(23.8)   8(38.1)   21(100)

合 計  19(27.1)24(34.3)27(38.6) 70(100)

中小ブルー 20-29歳  30(27.8)  61(56.5,)  171つ 「57)  108(100)

30-49歳   8(25.0)   .11(34.4/  13(40.6ン)  32(100)

合 計  38(27.1)72(51.4) 30(21.4) 140(100)

  大 企 業:x2=1.306  中小 ホ ワイ ト:xZ=2.288  中小 ブル ー:xZ=9.549**

注)カ ッ コ内 は 行 ご との パ ー セ ンテ ー ジ。 イ タ リ ック で 表 記 され たセ ル は 、調 整 済 み標 準 残 差 が 、

 ±1.96以 上 で あ る こ とを さす 。*P〈.05**P〈.Ol。 以 下 同 様 。

     表3 低 成 長 期 以 降 に お け る企 業 間 移 動 に 伴 う職 業 威 信 の 変 化

下降移動 水平移動 上昇移動 合計

大企業 20-29歳 17(31.5)18(33.3) 19(35.2) 54(100)

30-49歳 10(22.2)23(51.1)12(26.7) 45(100)

合 計  27(27.3) 41(41.4) 31(31.3) 99(100)

中小 ホ ワイ ト 20-29歳   22(28.2)  18(23.1/  38確87,)  78(100)

30-49歳 10(18。5)27(50.0) 17(31.5) 54(100)

合 計  32(24.2) 45(34.1) 55(41.7) 132(100)

中小ブル ー 20-29歳   30(26.8)  44(39.3/  38(33.9/  112(100)

30-49歳 27(26.2)58緬63ブ 180Z翻 103(100)

合 計  57(26.5)102(47.4)56(26.0) 215(100)

大 企 業:xZ=3.214  中小 ホ ワイ ト:xZ=10.295** 中小 ブル ー:x2=8.861*

     表4 ロ グ リニ ア モ デ ル に よ る 時 代 独 立 モ デ ル の 検 討

M[TA][TB][AB]

x2 d.f. P・

 大 企 業   3.3940

中 小 ホ ワイ ト  8.2834

中小 ブ ル ー  17.0173

9
自

り
白

り
白

o.1s32

0.0159

0.0002

注)Tは 移動時期、Aは 移動時年齢、 Bは 上昇、下降移動を表す。
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4.結 果

 職業別、時期別にクロス集計を行い、結果は、表2と 表3と して示 した。なお、大企業につ

いては、中小企業の動向を比較対照するために結果を表示 した。

 大企業についてみると、高度成長期、低成長期ともに、年齢別の職業威信の変化に有意差は

見られなかった。大企業の場合、若年層 と中年層で、企業間移動の上昇、下降傾向に一貫 して

差はみられないといえる。

 つぎに、中小ホワイ トについてみてみると、高度成長期には若年層 と中年層で、企業間移動

に伴 う職業威信の変化の傾向に差はみ られないが、低成長期になると、年齢間で有意差が見 ら

れ る。セルごとに調整済み標準残差を算出すると、20代 の水平移動と上昇移動、3,40代 の水

平移動 と上昇移動で、残差が±1.96以 上 となった。下降移動については年齢間で差は見られ

ないが、20代 では上昇移動が有意に多く、3,40代 では水平移動が有意に多い結果 となった。

 中小ブルーの場合は、高度成長期 と低成長期ともに有意差が見られた。調整済み標準残差を

みると、双方のクロス表 とも、下降移動のセルでは有意差は見られないが、その他のセルでは

有意差が見られる。高度成長期では、中年層のほ うが上昇移動率が有意に高いが、低成長期以

降では、若年層の方が上昇移動率が高 くなり、中年層の上昇移動が低下傾向にあった。このよ

うに中小ブルーでは、高度成長期 と低成長期で年齢 と企業間移動との関係に、大きな変化が生

じているといえる。

 クロス集計を見るかぎり、中小ホワイ トと中小ブルーでは、高度成長期と低成長期で、移動

時年齢 と企業間移動 との関係に一定の変化が生 じていることが うかがえる。クロス集計か ら確

認 され る傾向が、有意なものかどうかを検討するため、ログリニアモデルを職種別にあてはめ

てみた。分析に際 して用いたモデルは、移動時年齢 と企業間移動との関係が、時代効果か ら独

立しているとするものであ り、モデルの当てはま りが悪い場合は、両者の関係は、高度成長期

から低成長期にかけて変化していると考えることができる。

 分析結果は、表4と して示 した。大企業については、モデルの当てはま りが悪いわけではな

いので、時期による差はないといえる。他方で、中小ホワイ トと中小ブルーについては、モデ

ルの当てはまりが悪く、移動時年齢 と企業間移動との関係は、高度成長期から低成長期にかけ

て有意に変化 していると結論づけることができる。

5.議 論

 以下では、前節で明らかにした分析結果を、2節 で論 じた作業仮説の予測 と照合 しっつ議論

を行 う。

 大企業への移動については、中小企業の動向と比較するために、その結果を提示 したが、戦

後一貫 して、企業間移動の上昇、下降移動の傾向に変化は見られなかった。こうした結果がみ

られた背景として、次のことが考えられる。大企業の場合、企業の雇用市場の入 口として学卒
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労働 市場を重視 し、学卒後、他の従業先を経験 してから他企業へ と移る外部労働市場の閉鎖性

の度合いが高い。その閉鎖化は、年齢に関係なく作用 してお り、その結果、若年層 と中年層で

上昇移動率に差が出なかったものと考えられる6)。分析結果は、大企業については、長期雇用

慣行が、高度成長以降一貫して継続 していることを示唆するものといえる。

 中小企業ホワイ トカラーについては、高度成長期に若年層 と中年層で上昇移動傾向に差は見

られないが、低成長期以降、若年層のほうが上昇移動率が高くなった。中小企業ブルーカラー

の場合、高度成長期では、中年層のほうが上昇移動率が高いが、低成長期以降では、若年層の

ほうが上昇移動率が高 くなった。 こうした結果は、時代による変化を仮定 しない中小企業の

「外部労働市場依存仮説」と 「内部労働市場形成仮説」のいずれも支持 しない。また、時代に

よる変化を仮定する 「若年層時代変動仮説」の予測とも一致 しない。結局、データを最もよく

説明する仮説は、「中年層時代変動仮説」であった。

 しか しながら、「中年層時代変動仮説」は、高度成長期に中年層に良好な雇用機会が提供さ

れ、低成長期以降ではそれが減少するという、労働 市場の動向変化を予測するにとどまり、そ

の背後にある労働市場の構造変動を明確に説明するわけではない。労働市場の構造変動の視点

か ら考えれば、次の説明が妥当ではないだろうか。つま り、高度成長期については、「外部労

働 市場依存仮説」の予測と一致するのに対 し、低成長期以降では、「内部労働市場形成仮説」

がデータを最もよく説明するのである。分析結果は、高度成長期か ら低成長期にかけて、中小

企業における雇用慣行が、外部労働市場依存型から内部労働市場重視型へ と転換 したことを示

唆 している。

 高度成長期における中小企業の外部労働市場依存の動向は、次のように説明することができ

る。第1に 、この時期の中小企業は、内部労働 市場が未発達で、雇用も流動的であり、他企業

で一定の熟練 と経験を身にっけた労働者を必要としていた。第2に 、高度成長期は、若年層の

労働力不足が深刻化 し、中小企業が学卒労働市場で若年層を十分確保することが難 しかった7)。

その代替的労働力として、中年層は、外部労働 市場で良好な雇用機会が保証され、彼 らの上昇

移動率が増加 したと考えることができる。

 しかし低成長期以降、中小企業への移動は、中年層 よりも若年層で上昇移動率が高 くなる。

これはこの時期より、中小企業の外部労働市場において、若年層を選好する構図が出現 したこ

とを意味する。ただ し、この結果から直ちに、低成長期以降、中小企業において大企業 と同様

の内部労働市場が形成 されたとは言い難い。中小企業では、勤続年数にもとつく賃金格差が大

企業と比べて小さく、労働者の側に立てば、企業内に長期在i籍する誘因に乏しい(八 代1997)。

そのため、外部労働 市場への依存を断ち切 り、学卒者のみを入口とする内部労働市場を構成す

ることは困難である。

 大企業 と同様の内部市場の構成は困難であるが、中小企業が企業特殊熟練を事業の運営上全

く必要 としていないわけではない。小池(1981)の 中小企業の事業所を対象とした研究からも

明らかなように、低成長下の中小企業もまた、他企業で一定の熟練を身にっけた労働者の採用
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にあまり積極的ではなく、熟練形成において内部形成方式を重視 していた。その結果中小企業

は、外部労働市場からの労働力の調達に際 し、他企業での勤続年数が長く、一定の熟練を身に

つけた中年層よりも、企業内での訓練可能性の高い若年層の雇用を選好するようになったと考

えられ る。こうした変化の背景には、低成長期以降、若年層の労働力需給が緩和し、外部労働

市場で若年層の雇用が以前よりも容易になったことも大きく関係 していると思われる。中小企

業の報酬構造は、労働者を企業内に閉じ込める要素に乏しいものの、低成長期以降、企業は、

訓練可能性の高い若年層の雇用を選好するようになったのである。

 ではその結果 として、中年層は、近年著 しく転職において不利な移動、下降移動をしい られ

ているのであろうか。クロス表 と各セルの残差を見るかぎり、低成長期以降、中年層は若年層

と比較 し水平移動率は有意に高いが、下降移動率について有意差は見られない。 したがって低

成長期以降、中年層は確かに、若年層 と比較 して企業間移動に伴 う上昇移動が困難になってい

るものの、中年層のこれまでのキャリアが低く見積 もられ、若年層 よりも下降移動が顕著にな

っているわけでは必ず しもないのである。

 本研究は、1995年 までの職業経歴データを用いて、戦後日本の企業間移動におけるライフ

ステージ格差について分析を行い、低成長期以降、中小企業への企業間移動において、中年層

の上昇移動が若年層 と比較して相対的に困難になってお り、訓練可能性の高い若年層を選好す

る構図が出現 していることを明らかにした。 とはいえ、本研究が分析に用いたデータは、あく

まで1995年 までの男性の職業経歴データであり、その点での留保が必要である。したがって

本研究は、1990年 代後半以降の外部労働市場のライフステージ格差については明 らかにでき

ていない。1990年 代後半以降も、引き続き、若年層が中年層よりも有利な企業間移動を可能

にしているとはかぎらない。その正確な解明は、2005年 に実施予定のSSM調 査によるデー

タ分析を待たなければならない。

付記)SSMデ ー タの使用 にあたっては、1995年SSM研 究会 の許可 を得た。デー タの使用

  を許可 して くだ さった研 究会に記 して感謝 申 し上 げます。

【註】

1)な お、未発表ではあるが、筆者によるSSMデ ータを用いた分析によれば、中小企業ブルーカラーの

 場合、学卒時からの就業継続者 と、他企業を経験 してからの中途採用者もともに、特定企業に長期在

 籍 しても、企業内移動を通 じた職業威信の上昇幅が他のセクターと比較 して著しく低いことが明 らか

 にされている。中小企業ブルーカラーは、特定企業への長期在籍による社会的上昇移動が、大企業 と

 比較 して著しく小 さい といえる。

2)尾 嶋史章(1994)は 、1985年 のSSMデ ータを用いて、大企業と小企業とは相対的に独立 した労働

 市場を有することを明らかにし、両者の労働市場の分節構造の存在を主張 した。
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3)職 業の社会的な望ま しさの序列構造をめぐっては、安定した順序構造をなしているという見解(原 ・

 盛山1999)と 、回答者間での職業評定の不一致が顕著であ り、完全順序性を仮定できないという見解

 (太郎丸1998b)の 双方があ り、 どち らが正 しいか決着はっいていない。本研 究では、太郎丸

 (1998b)の 主張を理解 しっつも、職業評定の完全順序性を仮定して議論をすすめていくことにする。

4)職 業経歴の分析に、職業威信の上昇、下降移動 という視点を導入した研究として、SorensenとTuma

 (1981)や 、都築一治(1988)が ある。SorensenとTuma(1981)は 、職業威信を用いて操作的に上昇

 移動、水平移動、下降移動を定義 し、内部労働市場にもとつく閉鎖的なセクター と外部労働市場に依

 存する開放的セクターでは、それ らの移動を規定する要因との因果構造がどのように異なるかに注目

 した。また田中重人(1996)は 、女性の転職のデメリッ トを数値化する際に、職業威信スコアを用い

 て、移動前よりも移動後の威信スコアが高いものを上昇移動とみなし、そこから上昇移動率を職種ご

 とに比較 している。

5)本 研究は、1955年 から95年 までの職業経歴データの分析を行 うため、95年 版ではなく、75年 版の

 職業威信スコアを用いる。

6)た とえば小野旭(1989)は 、大企業では学校を卒業すると同時に入社し、そのまま同じ企業に定年ま

 で勤続する労働者が多いことから、これを 「子飼い重視の雇用慣行」 と呼び、「終身雇用」の柱 と位置

 づけている。そのため大企業への移動の場合、若年期の移動も中年期の移動 も、同様に閉鎖的である

 ため、企業間移動にともな う上昇、下降移動の傾向に有意差は見 られなかったと考えることができる。

7)高 校の新規学卒者の求人倍率に注 目すると、高度成長期が始まった1955年 には0.7倍 であったが、

 1960年 には1.5倍 、65年3.5倍 、70年7.1倍 と推移 してお り、学卒労働者については、需要超過の

 状況が うかがえる。戦後の労働力需給の問題については、中村隆英(1993)を 、戦後の男子学卒労働

 市場の形成過程については、菅山真次(2000)を 参照。
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